
１１１１　　　　職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

（1）職員の採用の状況　（平成27年度　平成27年4月1日～平成28年3月31日） （単位：人）

（2）職員の退職の状況　（平成27年度　平成27年4月1日～平成28年3月31日） （単位：人）

（3）職員数の増減の状況及び当該増減の主な原因　（平成27年度、28年度　各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　２７年度及び２８年度の合計の人数のうち１６人（２７年度）、１９人（２８年度)は定数外臨時

　　　　　　　　職員である。
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（４）職級別の職員数（一般行政職）

（注）１　足寄町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの給与給与給与給与のののの状況状況状況状況
（１）人件費の状況（平成27年度）

（参考）

    26年度の人件費率

％

（２）職員給与費の状況（平成27年度）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、２７年４月１日現在の人数である。

（３）職員の平均給料月額、平均年齢、初任給の状況

（４）職員の学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額の状況

※技能労務職は対象人数が少ないため、個人情報保護の観点から非公表とする。
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18

10.6
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　　　　　　　　　　　　　　　　％

平成27年4月1日現在
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　　　　　　　　％
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１０年以上
１５年未満
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-
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229,000 円

390,100 円

２年以上
３年未満

-

-

154,400 円

154,400 円

３年以上
５年未満

経験年数

１５年以上
２０年未満

409,700 円

380,100 円

282,400 円 350,800 円

233,800 円

214,600 円

394,800 円

399,300 円

-

５年以上
７年未満

211,400 円

196,700 円

177,900 円

199,300 円

３０年以上
３５年未満

403,700 円

区分

一般行政職

大学卒

短大卒

高校卒

合計

経験年数

７年以上
１０年未満

一般行政職

大学卒

短大卒

高校卒

合計

３５年以上

-

415,300 円

417,000 円

416,700 円

13.3

2



（５）職員手当の状況

①期末手当・勤勉手当

千円　

（27年度支給割合） （27年度支給割合）

　期末手当　　　　　勤勉手当 　期末手当　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％

②退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～３０％加算） （３～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額である。

③地域手当

④特殊勤務手当

千円

　円

　％

⑤時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない

　　　職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

2.60

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

医学研究研修手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度）

支給実績（27年度決算）

給料月額の25％

主な支給対象業務

支給実績（27年度決算）

（1.45）

49.59

49.59

（0.75）

足寄町国保病院に勤務する医師

レントゲン取扱業務

手当の種類（手当数）

手当の名称

１日につき　500円

左記職員に対する支給単価

患者の救護、感染物件の処理又
は病原菌の検索試験検査

医学研究研修

538

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.60

1,502

足　　寄　　町

１人当たり平均支給額（27年度）

41.325

支給実績（26年度決算）

主な支給対象職員

月額　5,000円

15.8

6

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

伝染病防疫救冶作業手当

放射線作業手当

従事職員

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

夜間看護手当

レントゲン取扱技術者

助産師、看護師又は准看護師

従事職員

特別養護老人ホーム及び足寄町国保
病院に勤務する医師以外の職員

救急呼出に備えて勤務時間外に
待機

変死人等の収容若しくは死体処理業務

救急呼出待機手当

勤務1回　7,140円

１回につき　1,500～2500円

変死人等取扱作業手当

-

１日につき　3,000円

74,109

23,973

深夜（22時～5時）看護業務

退職時特別昇給　勧奨（50歳・20年以上）　8～12号給

41.59

76,401

504

足　　　　　寄　　　　　町

34.5825

22,925

25.55625

820

29.145

41.59

630,872

20.445

国

（0.75）

国

（1.45）

34.5825

49.59

41.325

％

49.59

25.55625

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

2.60 1.60

支給実績（27年度決算）

- 円

20.445

29.145

（該当なし） ％ 人

- 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）
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⑥その他の手当

円

円

円

円

円

円

円

（６）特別職の給与の状況　（平成28年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

月分

月分

　（支給時期）

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況
（１）職員の勤務時間（平成28年4月1日現在）

１　表中「１週間の勤務時間」は地方公務員法第２４条第６項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。

２　子どもセンター、特別養護老人ホーム、国保病院等、役場庁舎以外ではこれと異なる勤務形態がある。

任期毎

副 町 長 　　（27年度支給割合） 4.20

　　（27年度支給割合） 4.20

任期毎

　　（算定方式）

退職日における給料月額×在職年数×５．１２６

副 町 長

給料月額等

任期毎

副 町 長 610,000

同じ

同じ

手　当　名

異なる

千円

同じ

20,221 95,833

・配偶者　13,000円
・配偶者以外の扶養親族
１人につき　6,500円
・配偶者のない職員の扶養
親族１人目　11,000円
・満16歳の年度始めから満
22歳の年度末までの子　１
人につき5,000円加算

〔交通機関利用者〕　１ｶ月
の運賃55,000円以下実費支
給
〔交通用具利用者〕　片道2
ｋｍ以上　2,000円～31,600

29,593 千円

3,574

23,598

国の制度

扶養手当

住居手当

課長等職　12％
室長等職　10％

との異同内容及び支給単価

通勤手当

異なる

同じ

千円

（国の制度）
〔借家〕
11,000円～
27,000円

560,000

300,000

236,747

（27年度決算）

〔借家・借間〕　家賃月額
17,000円までは4,000円を控
除した額、17,000円を超え
る場合は超えた額の2分の
1(12,500円を限度。）を
13,000円に加算した額
〔持家〕　月額　16,000円
（町内に所在するものに限
る）

645,000

123,258

31,681

同じ

90,103

医師勤務1回につき
20,000円～60,000円

異なる内容

千円

188,000

議 長

教 育 長

報
　
酬

副 議 長

給
　
料

議 員

町 長

期
末
手
当

議 員

町 長

副 議 長

議 長

寒冷地手当

世帯主（扶養あり）
　　　131,900円
世帯主（扶養なし）
　　　72,900円
その他の職員
　　　51,700円

千円

740,000

夜間勤務手当

区 分

管理職手当

支給職員１人当たり

退
職
手
当

243,277

（27年度決算）

町 長

2,580

千円

千円

支給実績

平均支給年額

621,204

勤務1時間あたり給与額の
100分の25

国の制度と

教 育 長

宿日直手当

教 育 長

　　特になし

（７）職員のその他の給与に関する情報（給料の削減等）

（国の制度）
20,000円

2,703

235,000

退職日における給料月額×在職年数×２．８３８

38時間45分 8時35分 17時05分 12時～12時45分

1週間の勤務時間 勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間 週休日

土曜日・日曜日

退職日における給料月額×在職年数×３．２３４

4



（２）職員の年次有給休暇の取得状況（平成27年1月1日～平成27年12月31日）

（３）職員の時間外勤務の状況（平成27年度実績、全職員（夜勤・代休除く）)

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況
（１）職員の分限の件数（平成27年度）

（２）職員の懲戒の件数（平成27年度）

５５５５　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況
（１）営利企業等の従事の許可の件数（平成27年度）

(注)地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。

条例で定める事由による場合

第28条第1項第1号及び同条第2項第1号

第28条第1項第1号

処分事由

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

合計

0 0

0 6

休職

第27条第2項

2,228

2,237

2,870

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少によ
り廃職、過員を生じた場合

３月

合計

刑事事件に関し起訴された場合

地方公務員法

2,925

32,874

９月

１０月

第28条第1項第4号

第28条第2項第2号

第28条第1項第3号

免職

2,454

2,788

2,160１１月

１２月

１月

２月

職員１人当たり年間平均 178.70

６月 2,706

2,505

2,479

７月

８月

時間外勤務時間数（時間）

5,097

2,425

月別

４月

５月

2,508日 215人 11.67日 30.9%

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

8,118日

6

0 0

0 0

0 0

0 0

0 6 6合　計

免職

0 0

処分事由

法令に違反した場合

(注)職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職
　　員が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。

0 0

免職 休職 合計

0 0 0

(注)職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職
　　員が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。

区　　　　　分

営利企業の従事の許可申請

許可件数

31

申請件数

31

0 0

0 0 0

0

地方公務員法

第29条第1項第1号

第29条第1項第2号

第29条第1項第3号

0

0

免職

合　計 0 0 0

0

0

職務上の義務に違反し、又は職務
を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行のあった場合
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６６６６　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況
（１）職員研修の実施状況（平成27年度）

(2)　職員の勤務成績の評定の状況（平成23年度）

　　該当無し

７７７７　　　　職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況
（１）職員の厚生制度の状況（平成27年度）

(注)　地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況。

修了者

地方自治法、地方自治法、民法、
行政法、市町村民税応用、業務改
善手法

全職員 ６回 ７人北海道市町村職員研修センター　

研修の内容 対　象　者 実施回数研修の名称（派遣先等）

２人

面接官研修、新規採用・初級職員
研修講師養成研修、法務基礎

全職員 ３回 ４人十勝町村会主催研修

市町村アカデミー
子育て支援対策、生活保護と自立
支援対策

全職員 ２回

初級職員研修 採用２年目の職員 １回 ６人十勝管内市町村初級職員研修

新規採用職員基礎研修 採用１年目の職員 １回 ８人
十勝管内市町村新規採用職員基礎
研修

中級職員研修 採用５年目の職員 ２回 ３人十勝管内市町村中級職員研修

１回 ２５人

帯広市でのイベントにて物販及び
町のＰＲ

採用１年目の職員 ４回 ５人

町独自研修（講師招聘） 仕事力スキルアップ研修 全職員

接遇研修、メンタルヘルス研修、
民法研修、マニュアル作成研修、
管理職員研修、監督職員研修、文
章能力向上研修、タイムマネジメ
ント研修、コミュニケーション能
力研修、クレーム対応、企画・発
想力スキルアップ、変革リーダー
シップ、チームコーチング、接遇
マナー研修

全職員 １５回 ４０人十勝定住自立圏広域研修

２０代～３０代前半
の職員

１回 １人

全職員 ２回 ５０人

新規採用職員町内視察研修 町内視察 採用１年目の職員 １回 ８人

区　　　分

職員の保健に関すること

職員の元気回復に関すること

その他職員の厚生に関すること

職員互助会に関すること

メンタルヘルス研修 ストレスマネジメント研修

物販研修
東京都でのイベントにて物販及び
町のＰＲ

新規採用職員物販研修

実　施　状　況

総合健診の実施、定期健康診断の実施、
特殊健康診断の実施

　レクレーション活動助成等

内　　　容

職員健康診断

未実施

未実施

名称：足寄町職員互助会
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（２）職員の公務災害補償の状況（平成27年度）

①公務災害

（注）地方公務員災害補償法に基づく職員の公務災害補償の状況である（次の②において同じ）。

②通勤災害

８８８８　　　　勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件にににに関関関関するするするする措置措置措置措置のののの要求要求要求要求のののの状況状況状況状況 （平成27年度）

該当なし

９９９９　　　　不利益処分不利益処分不利益処分不利益処分にににに関関関関するするするする不服申立不服申立不服申立不服申立てのてのてのての状況状況状況状況（平成27年度）

該当なし

取り下げ件数
公務災害該当 公務災害非該当

受理件数

7

公務災害該当

7

公務災害非該当

7

認　定　件　数

1 1 1 0

取り下げ件数

0

受理件数
認　定　件　数
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